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処 分 基 準

令和７年８月21日作成

法 令 名：インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規

制等に関する法律

根 拠 条 項：第13条

処 分 の 概 要：インターネット異性紹介事業者に対する指示

原権者（委任先）：和歌山県公安委員会

法 令 の 定 め：

処 分 基 準：

別紙「インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関す

る法律に基づく行政処分の基準に関する規程」のとおり

問 い 合 わ せ 先：和歌山県警察本部生活安全部生活安全企画課許可等事務審査室

銃砲・営業等許可係（電話 073－423－0110 内線 3053）

備 考：
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処 分 基 準

令和７年８月21日作成

法 令 名：インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規

制等に関する法律

根 拠 条 項：第14条第１項

処 分 の 概 要：インターネット異性紹介事業の停止命令

原権者（委任先）：和歌山県公安委員会

法 令 の 定 め：

処 分 基 準：

別紙「インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関す

る法律に基づく行政処分の基準に関する規程」のとおり

問 い 合 わ せ 先：和歌山県警察本部生活安全部生活安全企画課許可等事務審査室

銃砲・営業等許可係（電話 073－423－0110 内線 3053）

備 考：
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処 分 基 準

令和７年８月21日作成

法 令 名：インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規

制等に関する法律

根 拠 条 項：第14条第２項

処 分 の 概 要：インターネット異性紹介事業の廃止命令

原権者（委任先）：和歌山県公安委員会

法 令 の 定 め：

インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関する法律

第８条（欠格事由）

処 分 基 準：

インターネット異性紹介事業者がインターネット異性紹介事業を利用して児童を誘

引する行為の規制等に関する法律第８条各号のいずれかに該当する場合には、事業の

廃止を命ずることとする。

問 い 合 わ せ 先：和歌山県警察本部生活安全部生活安全企画課許可等事務審査室

銃砲・営業等許可係（電話 073－423－0110 内線 3053）

備 考：
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処 分 基 準

令和７年８月21日作成

法 令 名：インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規

制等に関する法律

根 拠 条 項：第15条第２項第１号

処 分 の 概 要：インターネット異性紹介事業者に対する指示

原権者（委任先）：和歌山県公安委員会

法 令 の 定 め：

処 分 基 準：

別紙「インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関す

る法律に基づく行政処分の基準に関する規程」のとおり

問 い 合 わ せ 先：和歌山県警察本部生活安全部生活安全企画課許可等事務審査室

銃砲・営業等許可係（電話 073－423－0110 内線 3053）

備 考：
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処 分 基 準

令和７年８月21日作成

法 令 名：インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規

制等に関する法律

根 拠 条 項：第15条第２項第２号

処 分 の 概 要：インターネット異性紹介事業の停止命令

原権者（委任先）：和歌山県公安委員会

法 令 の 定 め：

処 分 基 準：

別紙「インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関す

る法律に基づく行政処分の基準に関する規程」のとおり

問 い 合 わ せ 先：和歌山県警察本部生活安全部生活安全企画課許可等事務審査室

銃砲・営業等許可係（電話 073－423－0110 内線 3053）

備 考：
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和歌山県公安委員会規程第８号

インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関する法律に基

づく行政処分の基準に関する規程を次のように定める。

令和４年５月19日

和歌山県公安委員会委員長 竹 山 早 穗

インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関する法律

に基づく行政処分の基準に関する規程

（趣旨）

第１条 この規程は、インターネット異性紹介事業者が行った法令違反行為等に対し和歌

山県公安委員会（以下「公安委員会」という。）が指示又は事業停止命令を行うための

要件等について必要な事項を定めるものとする。

（用語の意義）

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。

(１) 法令違反行為 インターネット異性紹介事業に関して行われたインターネット異性

紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関する法律（平成15年法律第83号。

以下「法」という。）若しくは法に基づく命令又は他の法令の規定に違反する行為を

いう。

(２) 指示 法第13条又は第15条第２項第１号の規定に基づき、インターネット異性紹介

事業者に対し、必要な指示をすることをいう。

(３) 事業停止命令 法第14条第１項又は第15条第２項第２号の規定に基づき、インター

ネット異性紹介事業者に対し、当該インターネット異性紹介事業の全部又は一部の停

止を命ずることをいう。

(４) 事業停止命令対象行為 インターネット異性紹介事業に関して行われた法、刑法（明

治40年法律第45号）第182条、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第60条第１項、児

童買春、児童ポルノに係る行為等の規制及び処罰並びに児童の保護等に関する法律（平

成11年法律第52号）に規定する罪又は性的な姿態を撮影する行為等の処罰及び押収物

に記録された性的な姿態の影像に係る電磁的記録の消去等に関する法律（令和５年法

律第67号）第２条から第６条までに規定する罪（その被害者に児童が含まれるものに

限る。）（法に規定する罪にあっては、第31条の罪及び同条の罪に係る第35条の罪を

除く。）その他児童の健全な育成に障害を及ぼす罪でインターネット異性紹介事業を

利用して児童を誘引する行為の規制等に関する法律施行令（平成20年政令第346号。

以下「令」という。）第１条各号に掲げるものに当たる行為をいう。

(５) 事業停止期間 事業停止命令においてインターネット異性紹介事業者が事業を停止

しなければならないこととする期間をいう。

（指示を行うべき場合）

第３条 インターネット異性紹介事業者が、法第33条に規定する罪、刑法第182条に規定

する罪、児童福祉法第60条第１項に規定する罪、児童買春、児童ポルノに係る行為等の

規制及び処罰並びに児童の保護等に関する法律に規定する罪、性的な姿態を撮影する行

為等の処罰及び押収物に記録された性的な姿態の影像に係る電磁的記録の消去等に関す
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る法律第２条から第６条までに規定する罪（その被害者に児童が含まれるものに限る。）

又は令第１条で定める罪に当たる行為を行ったと認めるときは、指示を行うものとする。

ただし、児童の健全な育成に障害を及ぼす行為を防止するために必要な指示を行うこと

ができないと認められるときは、この限りではない。

２ インターネット異性紹介事業者が、法に違反する行為（法第６条第１号から第４号ま

での規定に違反する行為を除く。）を行ったと認める場合であって、当該行為に対する

指導又は警告に従わず、当該行為により生じた違法状態が残存しているとき、当該行為

が偶然的なものではなく、繰り返されるおそれがあるとき、その他児童の健全な育成に

障害を及ぼすおそれがあると認めるときは、指示を行うものとする。

３ 前２項に掲げるもののほか、インターネット異性紹介事業者が法令違反行為を行った

と認める場合であって、児童の健全な育成に障害を及ぼすおそれがあると認めるときは、

指示を行うものとする。

４ 前３項の規定にかかわらず、当該インターネット異性紹介事業者に対し、インターネ

ット異性紹介事業の廃止を命ずるときは、指示を行わないものとする。

（指示及び事業停止命令の関係）

第４条 インターネット異性紹介事業者が行った法令違反行為について、当該インターネ

ット異性紹介事業者に対し、インターネット異性紹介事業の全部又は一部の停止を命ず

る場合であっても、当該法令違反行為について指示を併せて行うことは妨げない。

（事業停止命令対象行為の分類）

第５条 事業停止命令対象行為は、別表に定めるとおり、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅ、Ｆ及びＮ

に分類するものとする。

（事業停止命令を行うべき場合）

第６条 インターネット異性紹介事業者がＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄ又はＥに分類される事業停止命

令対象行為を行ったと認めるときは、事業停止命令を行うものとする。ただし、当該事

業停止命令対象行為により生じた児童の健全な育成に及ぼす障害が極めて軽微であると

認められるときは、この限りではない。

２ インターネット異性紹介事業者がＦ又はＮに分類される事業停止命令対象行為を行っ

たと認める場合であって、次の各号のいずれかに該当するときは、事業停止命令を行う

ものとする。

(１) インターネット異性紹介事業者が当該事業停止命令対象行為と同種又は類似の事業

停止命令対象行為を繰り返し行っているとき。

(２) インターネット異性紹介事業者が当該事業停止命令対象行為を行った日前５年以内

に当該インターネット異性紹介事業者が事業停止命令を受けたことがあるとき。

(３) インターネット異性紹介事業者が当該事業停止命令対象行為を行った日前３年以内

に当該インターネット異性紹介事業者が指示を受けたことがあるとき。

(４) インターネット異性紹介事業者が当該事業停止命令対象行為に関する証拠を隠滅

し、偽造し、又は変造しようとしたとき。

(５) 前各号に掲げるもののほか、当該事業停止命令対象行為に対する指導又は警告に従

わず、当該事業停止命令対象行為により生じた違法状態が残存しているとき、その他

インターネット異性紹介事業者が引き続きインターネット異性紹介事業を行った場合
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に児童の健全な育成に著しく障害を及ぼすと認められるとき。

３ 前２項の規定にかかわらず、当該インターネット異性紹介事業者に対し、インターネ

ット異性紹介事業の廃止を命ずるときは、事業停止命令を行わないものとする。

（基準期間等）

第７条 事業停止期間に係る基準期間、短期及び長期（以下それぞれ単に「基準期間」、

「短期」及び「長期」という。）は、次の各号に掲げる事業停止命令対象行為の分類に

応じ、それぞれ当該各号に定めるとおりとする。

(１) Ａ 基準期間、短期、長期とも６月

(２) Ｂ 基準期間は４月、短期は２月、長期は６月

(３) Ｃ 基準期間は２月、短期は１月、長期は４月

(４) Ｄ 基準期間は１月、短期は14日、長期は２月

(５) Ｅ 基準期間は14日、短期は７日、長期は１月

(６) Ｆ 基準期間は７日、短期は３日、長期は14日

(７) Ｎ 基準期間、短期、長期とも６月

（観念的競合）

第８条 インターネット異性紹介事業者が行った１個の行為が２個以上の事業停止命令対

象行為に該当するものである場合は、前条の規定にかかわらず、各事業停止命令対象行

為について前条の規定により定められた基準期間、短期及び長期のうち最も長いものを

それぞれ基準期間、短期及び長期とする。

（事業停止命令の併合）

第９条 事業停止命令対象行為に該当する行為が２個以上行われた場合において１個の事

業停止命令を行うときは、第７条の規定にかかわらず、各事業停止命令対象行為につい

て同条の規定により定められた基準期間のうち最も長いもの（その最も長いものが１月

である場合にあっては、30日）にその２分の１の期間を加算した期間（その期間に１日

に満たない端数があるときにあっては、これを切り捨てるものとする。）を基準期間と

し、各事業停止命令対象行為について同条の規定により定められた短期のうち最も長い

ものを短期とし、各事業停止命令対象行為について同条の規定により定められた長期の

うち最も長いもの（その最も長いものが１月である場合にあっては、30日）にその２分

の１の期間を加算した期間（その期間に１日に満たない端数があるときにあっては、こ

れを切り捨てるものとする。）を長期とする。ただし、その基準期間及び長期は、それ

ぞれ各事業停止命令対象行為について同条の規定により定められた基準期間又は長期を

合計した期間及び６月を超えることはできない。

（常習違反加重）

第10条 インターネット異性紹介事業者が事業停止命令を受けた日から５年以内に当該イ

ンターネット異性紹介事業者が事業停止命令対象行為でＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅ又はＮに分

類されるものを行った場合において事業停止命令を行うときは、第７条の規定にかかわ

らず、当該事業停止命令対象行為について同条の規定により定められた基準期間、短期

及び長期にそれぞれ２を乗じた期間を基準期間、短期及び長期とする。ただし、その基

準期間、短期及び長期は、６月を超えることはできない。

（事業停止期間の決定）
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第11条 事業停止期間は、第７条から前条までの規定により定められた基準期間とする。

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する事由があるときは、第７条

から前条までの規定により定められた短期を下回らない範囲内において、基準期間より

短い期間を事業停止期間とすることができる。

(１) 事業停止命令対象行為により生じた児童の健全な育成に及ぼす障害が軽微であるこ

と。

(２) インターネット異性紹介事業者が暴行又は脅迫を受けて事業停止命令対象行為を行

ったこと。

(３) インターネット異性紹介事業者が事業停止命令の対象とする事業停止命令対象行為

と同種又は類似の事業停止命令対象行為が将来において行われることを防止するため

の措置又は事業停止命令の対象とする事業停止命令対象行為により生じた違法状態若

しくは児童の健全な育成に及ぼす障害を解消し、若しくは回復するための措置を自主

的に執っており、かつ、改悛の情が著しいこと。

３ 第１項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する事由があるときは、第７

条から前条までの規定により定められた長期を超えない範囲内において、基準期間より

長い期間を事業停止期間とすることができる。

(１) 事業停止命令対象行為の態様が極めて悪質であること。

(２) 事業停止命令対象行為により児童の健全な育成に障害を及ぼす重大な結果が生じた

こと。

(３) インターネット異性紹介事業者が事業停止命令対象行為を行った日前５年以内に同

種又は類似の事業停止命令対象行為を理由として、事業停止命令又は指示を受けたこ

とがあること。

(４) インターネット異性紹介事業者が事業停止命令対象行為に関する証拠を隠滅し、偽

造し、又は変造しようとするなど情状が特に重いこと。

(５) インターネット異性紹介事業者に改悛の情が見られないこと。

附 則

この規程は、令和４年５月19日から施行する。

附 則

この規程は、令和４年９月26日から施行する。ただし、別表(21)中の改正部分については、

同年10月１日から施行する。

附 則

この規程は、令和５年５月25日から施行する。

附 則

この規程は、令和５年７月27日から施行する。

附 則

この規程は、令和６年４月11日から施行する。

附 則

この規程は、令和６年12月12日から施行する。

附 則

この規定は、令和７年８月21日から施行する。
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別表（第５条関係）

事業停止命令対象行為 分類

(１) 法第32条第１号に規定する罪又は当該罪に係る同法第 Ｎ

35条に規定する罪に当たる行為（事業開始届出義務違反）

(２) 法第32条第２号に規定する罪又は当該罪に係る同法第 Ｎ

35条に規定する罪に当たる行為（名義貸し）

(３) 法第32条第３号に規定する罪又は当該罪に係る同法第 Ｂ

35条に規定する罪に当たる行為（指示に違反する行為）

(４) 法第33条に規定する罪に当たる行為（禁止誘引行為） Ｂ

(５) 法第34条第１号に規定する罪又は当該罪に係る同法第 Ｆ

35条に規定する罪に当たる行為（開始届出書等虚偽記載）

(６) 法第34条第２号に規定する罪又は当該罪に係る同法第 Ｆ

35条に規定する罪に当たる行為（変更届出義務違反・変更

届出書等虚偽記載）

(７) 法第34条第３号に規定する罪又は当該罪に係る同法第 Ｄ

35条に規定する罪に当たる行為（報告・資料の提出義務違

反）

(８) 刑法第182条に規定する罪に当たる行為 Ａ

(９) 性的な姿態を撮影する行為等の処罰及び押収物に記録された性 Ａ

的な姿態の影像に係る電磁的記録の消去等に関する法律第２条か

ら第６条までに規定する罪（その被害者に児童が含まれるものに

限る。）に当たる行為

(10) 二十歳未満ノ者ノ喫煙ノ禁止ニ関スル法律第５条又は第６条に Ｆ

規定する罪（児童に販売する行為に係るものに限る。）に当たる

行為

(11) 刑法第136条又は第137条に規定する罪（児童に販売する行為に Ｃ

係るものに限る。）に当たる行為

(12) 刑法第174条に規定する罪又は同法第175条第１項に規定する罪 Ｅ

（児童に頒布し、又は公然と陳列する行為に係るものに限る。）

に当たる行為

(13) 刑法第176条に規定する罪（児童に対するわいせつな行為に係 Ｃ

るものに限る。）、同法第177条に規定する罪（児童に対する性交

等に係るものに限る。）、同法第179条に規定する罪、同法第180

条（児童に対するわいせつな行為又は性交等に係るものに限る。）

又は同法第183条に規定する罪（児童である女子を勧誘して姦淫

させる行為に係るものに限る。）に当たる行為

(14) 刑法第181条に規定する罪（児童に対するわいせつな行為又は Ｂ

性交等に係るものに限る。）に当たる行為
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(15) 刑法第186条第２項に規定する罪（賭博場を開帳する行為に係 Ｃ

るものに限る。）に当たる行為

(16) 刑法第187条第１項又は第２項に規定する罪に当たる行為 Ｄ

(17) 刑法第187条第３項に規定する罪（児童と授受する行為に係る Ｆ

ものに限る。）に当たる行為

(18) 刑法第224条から第226条まで（第225条の２を除く。）に規定 Ｃ

する罪（児童を略取し、又は誘拐する行為に係るものに限る。）、

同法第226条の２に規定する罪（児童を売買する行為に係るもの

に限る。）、同法第226条の３に規定する罪（児童を移送する行為

に係るものに限る。）、同法第227条第１項から第３項までに規定

する罪（児童を引き渡し、収受し、輸送し、蔵匿し、又は隠避さ

せる行為に係るものに限る。）、同条第４項に規定する罪（略取

され又は誘拐された児童を収受する行為に係るものに限る。）又

はこれらの罪（同法第227条第４項後段に規定する罪を除く。）

に係る同法第228条に規定する罪に当たる行為

(19) 刑法第225条の２に規定する罪（児童を略取し、又は誘拐する Ｂ

行為に係るものに限る。）又は当該罪（同法第225条の２第１項

に係る部分に限る。）に係る同法第228条に規定する罪に当たる

行為

(20) 二十歳未満ノ者ノ飲酒ノ禁止ニ関スル法律第３条第１項又は第 Ｆ

４条に規定する罪（児童に販売し、又は供与する行為に係るもの

に限る。）に当たる行為

(21) 労働基準法第117条に規定する罪（児童に労働を強制する行為 Ｃ

に係るものに限る。）又は当該罪に係る同法第121条に規定する

罪に当たる行為

(22) 労働基準法第118条第１項（同法第56条に係る部分に限る。） Ｄ

若しくは第119条第１号（同法第61条又は第62条に係る部分に限

る。）に規定する罪又はこれらの罪に係る同法第121条に規定す

る罪に当たる行為

(23) 職業安定法第63条第１号に規定する罪（児童である求職者に対 Ｃ

して暴行、脅迫、監禁その他精神又は身体の自由を不当に拘束す

る手段によって行われる職業紹介、児童に対する労働者の募集又

は児童である労働者を対象とする労働者の供給に係るものに限

る。）、同条第２号に規定する罪（児童である求職者に対する職

業紹介、児童に対する労働者の募集、児童に対する労働者の募集

に関する情報若しくは労働者になろうとする児童に関する情報を

対象とする募集情報等提供又は児童である労働者を対象とする労

働者の供給に係るものに限る。）又はこれらの罪に係る同法第67

条に規定する罪に当たる行為

(24) 児童福祉法第60条第１項に規定する罪又は当該罪に係る同法第 Ａ
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62条の４に規定する罪に当たる行為

(25) 児童福祉法第60条第２項（同法第34条第１項第４号の３、第５ Ｃ

号、第７号又は第９号に係る部分に限る。）に規定する罪又は当

該罪に係る同法第62条の４に規定する罪に当たる行為

(26) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第51条第１ Ｄ

項第４号（同法第22条第１項第６号に係る部分を除く。）、第５

号（同法第28条第12項第５号に係る部分を除く。）、第６号、第

８号（同法第31条の13第２項第６号に係る部分を除く。）若しく

は第９号に規定する罪、同法第51条第１項第４号（同法第22条第

１項第６号に係る部分に限る。）、第５号（同法第28条第12項第

５号に係る部分に限る。）若しくは第８号（同法第31条の13第２

項第６号に係る部分に限る。）に規定する罪（児童に提供する行

為に係るものに限る。）、同法第53条第２号に規定する罪（児童

である客に対する同法第22条の２各号に掲げる行為に係るものに

限る。）、同法第53条第７号に規定する罪（児童の紹介を受けた

場合における財産上の利益を提供し、又は提供させる行為に係る

ものに限る。）又はこれらの罪に係る同法第57条第１項に規定す

る罪に当たる行為

(27) 競馬法第30条第３号に規定する罪（児童に勝馬投票類似の行為 Ｃ

をさせる行為に係るものに限る。）又は同法第31条第１号に規定

する罪に当たる行為

(28) 競馬法第35条に規定する罪（児童による同法第28条の規定に違 Ｆ

反する行為があった場合における当該違反行為の相手方となる行

為に係るものに限る。）に当たる行為

(29) 自転車競技法第56条第２号に規定する罪（児童に勝者投票類似 Ｃ

の行為をさせる行為に係るものに限る。）、同法第57条第２号に

規定する罪又はこれらの罪に係る同法第69条に規定する罪に当た

る行為

(30) 自転車競技法第59条に規定する罪（児童による同法第９条の規 Ｆ

定に違反する行為があった場合における当該違反行為の相手方と

なる行為に係るものに限る。）又は当該罪に係る同法第69条に規

定する罪に当たる行為

(31) 小型自動車競走法第61条第２号に規定する罪（児童に勝車投票 Ｃ

類似の行為をさせる行為に係るものに限る。）、同法第62条第２

号に規定する罪又はこれらの罪に係る同法第74条に規定する罪に

当たる行為

(32) 小型自動車競走法第64条に規定する罪（児童による同法第13条 Ｆ

の規定に違反する行為があった場合における当該違反行為の相手

方となる行為に係るものに限る。）又は当該罪に係る同法第74条

に規定する罪に当たる行為
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(33) 毒物及び劇物取締法第24条の２第１号に規定する罪（児童に販 Ｄ

売し、又は授与する行為に係るものに限る。）又は当該罪に係る

同法第26条に規定する罪に当たる行為

(34) モーターボート競走法第65条第２号に規定する罪（児童に勝舟 Ｃ

投票類似の行為をさせる行為に係るものに限る。）、同法第66条

第２号に規定する罪又はこれらの罪に係る同法第71条に規定する

罪に当たる行為

(35) モーターボート競走法第69条に規定する罪（児童による同法第 Ｆ

12条の規定に違反する行為があった場合における当該違反行為の

相手方となる行為に係るものに限る。）又は当該罪に係る同法第

71条に規定する罪に当たる行為

(36) 覚醒剤取締法第41条の２に規定する罪（児童に譲り渡し、又は Ｃ

児童から譲り受ける行為に係るものに限る。）、同法第41条の３

（同法第19条に係る部分に限る。）に規定する罪（児童に対して

使用する行為に係るものに限る。）、同法第41条の３（同法第20

条第２項又は第３項に係る部分に限る。）に規定する罪（児童に

対して施用し又は施用のため交付する行為に係るものに限る。）、

同法第41条の４（同法第30条の９第１項に係る部分に限る。）に

規定する罪（児童に譲り渡し、又は児童から譲り受ける行為に係

るものに限る。）、同法第41条の４（同法第30条の11に係る部分

に限る。）に規定する罪（児童に対して使用する行為に係るもの

に限る。）、同法第41条の５第１項第３号に規定する罪、同法第

41条の11若しくは第41条の13に規定する罪（児童に対する譲渡し

又は児童からの譲受けの周旋をする行為に係るものに限る。）又

はこれらの罪（同法第41条の２第１項、第41条の３第１項、第41

条の４第１項、第41条の11及び第41条の13に規定する罪を除く。）

に係る同法第44条に規定する罪に当たる行為

(37) 麻薬及び向精神薬取締法第64条の２に規定する罪（児童に譲り Ｃ

渡し、児童から譲り受け、又は児童に交付する行為に係るものに

限る。）、同法第64条の３に規定する罪（児童に対して施用する

行為に係るものに限る。）、同法第66条に規定する罪（児童に譲

り渡し、又は児童から譲り受ける行為に係るものに限る。）、同

法第66条の２（同法第27条第１項、第３項又は第４項に係る部分

に限る。）に規定する罪（児童に対して施用し又は施用のため交

付する行為に係るものに限る。）、同法第66条の４に規定する罪

（児童に譲り渡す行為に係るものに限る。）、同法第68条の２に

規定する罪（児童に対する譲渡し又は児童からの譲受けの周旋を

する行為に係るものに限る。）、同法第69条第５号に規定する罪

（児童に譲り渡す行為に係るものに限る。）、同条第６号に規定

する罪又はこれらの罪（同法第64条の２第１項、第64条の３第１
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項、第66条第１項、第66条の２第１項、第66条の４第１項及び第

68条の２に規定する罪を除く。）に係る同法第74条に規定する罪

に当たる行為

(38) 麻薬及び向精神薬取締法第69条の５に規定する罪（児童に対す Ｄ

る譲渡し又は児童からの譲受けの周旋をする行為に係るものに限

る。）、同法第70条第17号に規定する罪（児童に譲り渡す行為に

係るものに限る。）、同条第18号に規定する罪又はこれらの罪（同

法第69条の５に規定する罪を除く。）に係る同法第74条に規定す

る罪に当たる行為

(39) あへん法第52条に規定する罪（児童に譲り渡し、又は児童から Ｃ

譲り受ける行為に係るものに限る。）、同法第54条の３に規定す

る罪（児童に対する譲渡し又は児童からの譲受けの周旋をする行

為に係るものに限る。）又はこれらの罪（同法第52条第１項及び

第54条の３に規定する罪を除く。）に係る同法第61条に規定する

罪に当たる行為

(40) 売春防止法第５条に規定する罪、同法第６条第１項に規定する Ｄ

罪（児童をその相手方とする売春の周旋をする行為に係るものに

限る。）、同条第２項第１号に規定する罪（児童を売春の相手方

となるように勧誘する行為に係るものに限る。）又は同項第２号

若しくは第３号に規定する罪に当たる行為

(41) 売春防止法第７条、第10条若しくは第12条に規定する罪（児童 Ｃ

に売春をさせる行為に係るものに限る。）又はこれらの罪（同法

第７条に規定する罪を除く。）に係る同法第14条に規定する罪に

当たる行為

(42) 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に Ｃ

関する法律第58条に規定する罪（児童である労働者を対象とする

労働者派遣に係るものに限る。）又は当該罪に係る同法第62条に

規定する罪に当たる行為


